
小中学校における義務教育の円滑な実施を図る。

引き続き小中学校における義務教育の円滑な実施を図るため適正な支給を行っていくとともに、新1年生に支
給している「新入学学用品費」の早期支給について検討する。

今後の
方向性

特色ある学校園をつくる学校教育
元気創造都市

施
策
の
大
綱

子ども未来部教育総務課

事業： 就学援助事業 0537

03

整理
番号

施策分野(節) 施　　　　　策まちづくりの目標(章)

01第3章

目

的

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

A

就学援助費の適正な支給により、義務教育の円滑な実施を図ることがで
きた。A

保護者からの申請を受け、国の認定基準に基づく審査の上、認定を行
い、就学援助費の適正な支給を実施することができた。

A
A

A

目

標

経済的な理由により就学が困難な児童生徒の保護者に対し、申請に基づき就学に必要な費用を援助する。

事業費（決算額）・財源

所管課

事業費（決算額）

総コスト

財
源
内
訳

平成27年度 平成26年度 増　減

平成27年度 平成26年度 増　減

職員数

再任用職員数

一般財源

57,590

53,714

0.50

0.00

53,109

605

0

0

一人あたり

世帯あたり 1,218

528

参
考

(円)

(円)

(人)

(人)

コスト情報・従事職員数

56,970

55,908

1,062

0

0

59,275

0.30

0.00

1,253

537

-3,256

-2,799

-457

0

0

-1,685

0.20

0.00

-35

-9

国府支出金

地方債

その他特定財源

事業の概要

評価

平成26年度

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

平成27年度

評
価
理
由

評
価
理
由

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

A

A

A
A

A

人件費

公債費

内
訳

3,876

0

事業費（決算額） 53,714

2,305

0

56,970

1,571

0

-3,256 (千円)

 (千円)

 (千円)
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